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【東京大学医科学研究所附属病院の基本情報】 

 

医療機関名：東京大学医科学研究所附属病院 

 

開設主体：国立大学法人東京大学 

 

所在地：東京都港区白金台４－６－１ 

 

許可病床数： １３５床 

（病床の種別） 一般病床 １３５床 
 

（病床機能別） 急性期 ４病棟（１３５床） 

    

稼働病床数： １０４床 

（病床の種別） 一般病床 １０４床 

 

（病床機能別）急性期 ３病棟（１０４床） 

 

診療科目：内科（血液腫瘍内科、感染免疫内科、アレルギー免疫科、総合診療科、ゲノム

診療科、緩和医療科）、外科（外科、関節外科、脳腫瘍外科）、麻酔科、放射線科、病理

診断科 

 

職員数：           ２６０名（短時間有期雇用職員含、29.7.1現在） 

・ 医師            ６３名（非常勤医師含む） 

・ 看護職員         ８８名 

・ 専門職（技術職員）    ４８名 

・ 事務職員（その他）    ６１名 
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【１．現状と課題】 

 

① 構想区域の現状 

ア．人口動向 

区中央部の人口は平成２２年（２０１０年）には７５７，５６３人である。将来人

口は平成３７年（２０２５年）に約７９５，７１２人となり、平成２２年（２０１０

年）対比で約５％（３８，１４９人）増加する。人口はその後減少に転じるものの、

平成５２年（平成２０４０年）には７５８，２０２人になると予測され、平成２２年

と同程度の水準になる。 

 

イ．高齢者人口の動向 

高齢者人口は平成２２年（２０１０年）現在１４４，２０５人である。将来人口は

平成３７年（２０２５年）に約１７５，３３５人となり、平成２２年（２０１０年）

対比で約２１％（８，０１０人）増加する。その後も高齢者人口は増加を続け、平成

５２年（平成２０４０年）には２４８，３７８人まで増加する。 

 

 
 

（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p５２） 

 

ウ．昼夜人口比率 

区中央部には民間企業本社や官公庁等が集積しており、約２２０万人の人口が流入

している。昼夜間人口比率も３８９．６と非常に高く、都内で突出している。 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p１２） 
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 ■中小病院や民間病院が多い。 

  ・都内の病院数は、平成２６年（２０１４ 年）１０月１日現在６４２施設であり、全

国で最多である。 

・このうち２００床未満の中小病院数は４４９病院であり、全体の６９．９％を占め

ている。 

・民間病院の割合は９０．３％で、全国値（８１．０％）と比較して高い。 

≪厚生労働省「医療施設調査」平成２６ 年≫ 

 

■区中央部における医療機能ごとの特徴 

ア．高度急性期機能 

・特定機能病院が６施設（大学病院本院は５施設）あり、高度医療提供施設が集積

し、様々な地域から患者が流入 

・自構想区域完結率は 57.9％で、都内隣接区域を含めると 81.0％ 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p８２） 
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イ．急性期機能 

・自構想区域完結率は５８．４％で、都内隣接区域を含めると８２．４％ 

・高度急性期機能から継続して入院している患者も含め、様々な地域から患者が流入 

・特に区東北部及び区東部から、１日当たり５００人以上の患者が流入 

・他地域から多くの患者を受け入れる一方で、区中央部在住の患者のうち４１．６％

が他の構想区域に流出 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p８３） 
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ウ．回復期機能 

・自構想区域完結率は４２．３％と島しょを除くと都内構想区域の中で最も低いが、

都内隣接区域を含めると７３．４％ 

・人口１０万人当たりの回復期リハビリテーション病床数は、都平均の約６割 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p８４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

 

エ．慢性期機能 

・高齢者人口１０万人当たりの医療療養病床数は、都平均の約５割、介護療養病床数

は都平均の約３割 

・ほぼ全ての構想区域に流出しているが、流出先の上位は区部の隣接区域 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p８５） 
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■患者の受療行動 

ア．推計患者数（医療機関所在地ベース） 

平成２５年（２０１３年）を起点とし、区中央部における医療需要は今後も上昇す

し、なかでも６５歳以上の患者数の増加が著しい。 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p５４） 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p５４） 
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イ．高度急性期機能・急性期機能・回復期機能 

東京（特に当院の属する区中央部）には大学病院が集積しており、交通網も発達し

ていることから、隣接３県（埼玉県、千葉県、神奈川県）を中心に他県からの患者

が多く流入している。３つの医療機能（高度急性期機能・急性期機能・回復期機

能）を通じて、患者の広範な受療行動がみられる。 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p１４） 
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ウ．疾患別の受療行動 

疾患別に見ると、がんについては、全疾患を対象に分析した患者と同様に、都全域

での受療が確認される。 

その一方、高齢者に多く見られる急性心筋梗塞・脳卒中・成人肺炎・大腿骨骨 

折については救急搬送が多く、自圏域及び近接圏域で受療する傾向にある。疾病・

医療機能ごとに多様な医療連携が行われている。 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成２８年７月）p１５） 
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② 構想区域の課題 

ア）区中央部では他道府県におけるような人口減少の影響がほとんどない。 

・平成３７年（２０２５年）を頂点に人口数は減少するものの、平成５２年（２０４

０年）においても平成２２年（２０１０年）と同程度の水準を維持する。 

・民間企業本社や官公庁等の移転が急速に進むとは考えにくく、昼夜人口比率高い値

を維持するものと考えられる。 

・上記人口に占める高齢者の割合が増えるため、それに対応した病院機能と医療機関

連携が望まれる。 

イ）高度急性期医療を担う医療機関が集積しており、特定機能病院（大学病院本院）で

高度な治療を受けた後の患者の受け皿となる医療機関との連携が重要となる 

・東京都には中小病院や民間病院が多く、近隣県の医療機関とも連携し、高度急性

期・急性期医療・回復期に対応していく必要がある。 
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③ 自施設の現状 

○理念 

・あたたかい全人的医療を実践する。 

・ 倫理性・科学性・安全性に基づいた、新治療法を開発する。 

・ 透明性を保ちつつ、患者の権利を最大限に尊重する。 

 

○基本方針 

 ・患者の意思を尊重する医療の実践 

 ・安全な医療の提供 

 ・高度先進医療の開発 

 ・優れた医療人の育成 

 

○診療実績（平成 28年度） 

 ・届出入院基本料：一般病棟入院基本料（一般） ７対１ 

           

 ・平均在院日数：一般 12.3日 

 ・病床稼働率：60.01％ 

 ・１日あたり患者数：外来 116.7人、入院 62.5人 

  

 

○職員数（平成 29年 7月 1日現在） 

 ・医師（含研修医）：63人 

 ・看護職：88人 

 ・技術職員：48人 

 ・その他（事務職員等）：61人 

 

○特徴 

・当院は国立大学法人附置研究所附属の病院として、研究内容と関連の深いいくつかの疾

患に関する診療（プロジェクト診療）に重点を置き、様々な難治性疾患の克服を目指

し、先端医療を推進している。 

・医療機能としては急性期医療を担っている。 

 

○他の医療機関との連携 

・当院は上記「特徴」のとおり、プロジェクト診療に重点をおいているため、紹介・逆紹

介が可能な疾患が限定される状況にあるが、積極的に他の医療機関の患者を受入れるた

め、地域医療連携室に担当職員を配置して対応している。 

・この他にも、平成 27年度から医療連携懇談会を開催し、当院並びに各診療科の紹介を

行なうとともに港区及び関係病院との情報交換を行なっている。 

 

④ 自施設の課題 

・プロジェクト診療のため難治性疾患の患者が多くを占めるが、一般の患者の受け入れの

拡大に対する検討が必要。 

・医療費率に占める医薬品類の割合が非常に高く、医療費率自体も高いため、老朽化する

設備等への整備方法の検討が必要。 

・プロジェクト診療を主としているため、医療スタッフの確保が難しいことから、今後の

診療科体制の検討が必要。 
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【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

① 地域において今後担うべき役割 

（１）プロジェクト診療の推進を図る。 

ｱ)循環器内科領域の診療体制を強化し、受入患者の幅を拡大する。 

ｲ)手術件数、内視鏡検査件数増加に対応するための医療スタッフの充実 

ｳ)理学療法室の拡充を図ることにより、術後患者の回復を早め、回復期病床を持つ医療機

関への転院を促す。 

ｴ)難治性疾患の患者の負担軽減を図るため、外来化学療法室を設置する。 

ｵ)緩和医療体制の見直しを図り、プロジェクト診療の後方支援体制を充実する。 

 

 

（２）プロジェクト診療以外の様々な医療上のニーズを持つ患者への対応を図る。 

ｱ)プロジェクト診療の経験を活かしたセカンド・オピニオン外来の設置 

ｳ)海外渡航者の渡航前後をサポートする体制の整備 

 

 

② 今後持つべき病床機能 

・当院は、今後も引き続き急性期機能を担う。 

・病床数は現状を維持、プロジェクト診療を中心に、難治性疾患の医療拠点としての機能

を充実させる。 

 

 

 

③ その他見直すべき点 

・平成 28年 6月に医療法施行規則が改正され、特定機能病院の承認要件が見直された。

当院は特定機能病院ではないが、国立大学法人附置研究所附属病院として様々な難治性

疾患に取り組んでいくため、病院長のガバナンスの確保や医療安全管理体制の強化に向

けた取組を進めていく必要がある。 

・本年 4月に交付された臨床研究法に基づき、必要な臨床研究実施・支援体制の確保に取

り組んでいる。 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 
 

＜今後の方針＞  
 現在 

（平成 28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 0床 
 
 
 
→ 

0床 

急性期 135床 135床 

回復期 0床 0床 

慢性期 0床 0床 

（合計） 135床 135床 

 
 

＜（病床機能の変更がある場合）具体的な方針及び整備計画＞ 

・病床数・病床機能の変更の計画はない。 

 

 

＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 
関連施策等 

2017年度    

2018年度    

2019～2020 

年度 

   

2021～2023 

年度 

   

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第７期 

介護保険

事業計画 

第８期 

介護保険

事業計画 

第
７
次
医
療
計
画 



 

② 診療科の見直しについて 
 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設 

 

→ 
 

廃止 

 

→ 
 

変更・統合 

 

→ 
 

 

＜（診療科の見直しがある場合）具体的な方針及び計画＞ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目（平成 28年度実績） 

 ・ 病床稼働率：60.01％ 

 ・ 手術室稼働率：18.75％ 

 ・ 紹介率：48.93％ 

 ・ 逆紹介率：9.15％ 

 

  

 その他 

 

 

※地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

 


